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インフラの高齢化の中で、２０１２年笹子トン
ネル事故のような重大な事故リスクや維持
補修費の急激な高まり

地方自治体のインフラ維持管理

◆ わが国のインフラは、高度
経済成長期に集中的に整備さ
れ総額約８００兆円規模

◆ その大半は都道府県や市
町村などの地方自治体が管理
するインフラである。
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注）この他、古い橋梁など記録が確認できない建設年度不明橋梁が約30万橋ある

※2011～2012年度はデータ未集計
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地方自治体のインフラ維持管理における課題

• インフラの基本的諸元、点検結果、修繕実績などの現状認識 （管理台帳の整備）

• インフラ維持管理分野における人材の確保と育成、新しい技術の導入

• インフラ維持管理事業の評価方法の確立と普及 （ライフサイクルコストの導入）

• インフラ維持管理に必要な財源の確保 （国の補助金に依存しない独自財源）

• インフラ維持管理事業における市場形成 （民間企業のビジネスモデルの確立）

■ 国の動向の整理

○ 国土交通省メンテナンス元年→「インフラ長寿命化基本計画」の策定

○ ＰＦＩ法の改正によりコンセッションや包括契約など実施が可能に

○ 総務省「公共施設等総合管理計画」策定指針（H26.4.22）

・公共施設、インフラの総合的な維持管理更新計画を策定義務化
・公営企業資産（上下水道等）も含む自治体全資産を対象化
・ＰＦＩ／ＰＰＰの積極的な活用を検討

⇒ 地方自治体は、実行可能な計画を策定することができるか？

実⾏可能な計画策定のための課題
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予防保全の確立とＬＣＣの最小化

アセットマネジメント技術
ライフサイクルコスト最小化を目指す

インフラ・アセットマネジメント技術の開発、
及びその地方展開、国際展開

ライフサイクル
コスト最小化

予防保全の
確立

４つの技術

SIPインフラ維持管理マネジメント

• 点検・モニタリング・診断・技術

• 構造材料・劣化機構・補修補強技術

• 情報通信技術（ＩＣＴ）による効率化

• ロボット技術による維持管理の効率

化

アセットマネジメントを用いた予防保全の確立とＬＣＣの最小化

アセットマネジメント技術をどのようにして地方へ展開するか？

ＳＩＰの出口戦略

特区制度の活用
新たな制度設計

重大な損傷の発生
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地方自治体が保有するインフラの特徴

*) 2013 産業競争力懇談会 ＣＯＣＮ 最終報告 【インフラ長寿命化技術】 より

民間ビジネスとして
委託が可能（ＰＰＰ）

地方自治体が管理するインフラには，収益性が低く，財源確保が難しいものの比率が高い．
また，市町村合併などにより機能が重複しサービスが分散されているため，維持管理コスト
も大きくなりがちである．⇒ サービスレベルを維持したままで統廃合が可能か？

民間ビジネスとして
ポテンシャルは低い

将来は積極的に
民間へ移行

ここが課題の根本
統廃合が可能か？

地方自治体はこの部分
の比率が高い
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